
 

 

 

【韓国】 総合指数は 5.7％安と大幅に続落、今週も新型肺炎が懸念材料か 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 5.7％安と大幅に続落。旧正月で 1月 27日が休場のため 4日間の立ち会い。中国での新型肺炎の感

染拡大を嫌気して売り優勢の展開となり、小反発した 29 日を除いた 3 日間は大きく下落した。連休明けの 28 日は 3％

超の下げとなり、下落率は約 1年 3カ月ぶりの大きさ。新型肺

炎による企業活動や消費への影響が懸念され、ハイテク株に加

え、小売り、観光などが売られた。週後半の 30－31 日は大幅

に続落し、12月 11日以来、約 1カ月半ぶりの安値を更新して

終えた。サムスン電子の決算の予想下振れや韓国国内で初めて

新型肺炎の 2次感染が判明したことがなどが売り材料。今週も

新型肺炎が懸念材料で、国内での感染が拡大すれば一段安の可

能性もある。経済指標では製造業 PMIや CPIが発表される。 

 

【ロシア】 RTS指数は 5.2％安と大幅続落、今週も新型肺炎への警戒感が重しか 

先週の動き／今週の展望 

RTS 株価指数は週間で 5.2％安と大幅に続落。中国発の新型肺炎の感染拡大が世界経済の成長を押し下げるとの警戒

感で週初に大幅安で始まると、原油安を受けたエネルギー株の下落も重しとなり、週後半に下げ幅を広げた。昨秋からの

大幅高で高値警戒感が意識される中、新型肺炎の感染拡大が世

界経済に及ぼす悪影響への警戒感でリスク回避が強まった。原

油安も嫌気され、RTS 指数は 27 日に前営業日比で 3.6％安。

28 日は反発したが、週後半に連日で 2％近く下落し、31 日は

12月 13日以来の安値で引けた。個別ではズベルバンク・オブ・

ロシアが 5.0％安となったほか、原油安が嫌気されガスプロム、

タトネフチ、スルグトネフテガスが 4％超下落した。今週は新

型肺炎による世界経済の減速懸念が引き続き重しとなるか。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は週間で 5.5％安と 6 週ぶり大幅反落 今週も軟調な展

開か 

先週の動き／今週の展望 

VN 指数は週間で 5.5％安と 6 週ぶりに大幅反落。新型肺炎の感染拡大が世界的な景気減速を招くとの観測が強まり、

指数は昨年 2月以来の水準に下落した。先週は 27－29日が休場で 2日間のみの取引。中国発の新型肺炎の感染拡大への

警戒感で連休明けの 30 日の取引では指数が前営業日比 3.2％

安と大幅安でスタート。31 日も新型肺炎による死者数が 200

人を上回ったと報じられたことで売り優勢の展開が続き、指数

は 991.46ポイントと昨年 2月 11日以来の安値で終えた。個別

ではベトジェット航空が 11.1％安、ビナミルクが 10.6％で、ペ

トロベトナム・ガス、サイゴンビール・アルコール飲料、ベト

ナム投資開発銀行が 7－8％台の下落となった。今週も新型肺炎

の感染拡大が世界経済に悪影響を及ぼすとの警戒感が重しか。 
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【インドネシア】 
【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 4.9％

安、今週は 5日に 19年 10－12月期の GDP発表 

ジャカルタ総合指数は週間で 4.9％安と続落。1 月月間では

5.7％安。先週は国内の重要イベントが少ない中、新型コロナウ

イルスによる肺炎の感染拡大が指数を押し下げた。週初の 27

日は前営業日比 1.8％安と続落。29日は小幅ながら 4日ぶりに

反発したものの、30 日に反落すると、31 日は世界保健機関

（WHO）が緊急事態を宣言した影響で前日比 1.9％下落し、終

値で約 8カ月ぶりの安値を更新して引けた。今週は 3日の 1月

の CPIに続き、5日には 19年 10－12月期の GDPが発表され

る予定。世界的な株安が続く中、19年通年の GDP成長率が市

場予想の 5.1％を上回れば、株式相場の支援材料になりそうだ。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は

2.7％安、今週は 1月の製造業 PMIが焦点 

ストレーツタイムズ指数は 4日間の取引で 2.7％安と続落。1

月月間では 2.1％安。先週は 1週間を通じて 3200ポイントを下

回る水準で推移した。連休明けの 28 日は、前日に貿易産業相

が新型コロナウイルスによる肺炎の感染拡大が国内経済に影

響するとの見解を示したことに加え、中国の海外への団体旅行

禁止も痛手となり、指数は前営業日比 1.8％安と反落。29日は

小幅に反発したが、週後半は続落して取引を終えた。今週は 3

日の取引終了後に 1 月の製造業 PMI が発表される予定で、前

月に続き 2 カ月連続で 50 ポイントを超えるかが焦点。3 日に

取引を再開する中国本土市場の値動きも指数を左右しそうだ。 

 

【先週の動き／今週の展望】SET 指数は 3.5％安、今週は

中央銀行が金融政策決定会合を開催 

SET指数は週間で 3.5％安と続落。1月月間では 4.2％安。先

週は週初の下落が痛手だった。27日は中国政府が海外への団体

旅行を禁止した影響でタイ空港公社が売り込まれ、指数は終値

で前営業日比 2.9％安と 6 営業日続落。29 日は財務省が 20 年

の経済成長率見通しを 19 年 10 月時点での 3.3％から 2.8％に

下方修正したものの影響は軽微で、値ごろ感のある銘柄が買い

戻されて 8日ぶりに反発した。ただ、週後半はじりじりと下値

を広げ、31 日は終値で 3 年 1 カ月ぶりの安値を更新して取引

を終えている。今週は 5日に中央銀行が定例の金融政策決定会

合を開催するほか、6日には 1月の CPIが発表される予定。 

 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

2.7％安、31日に 8年ぶりの安値更新 

クアラルンプール総合指数は 4日間の取引で 2.7％安と続落。

1 月月間では 3.6％安。先週は週末まで 9 営業日続落と軟調だ

った。連休明けの 28日は、ゴム手袋メーカーのほか IHHヘル

スケアが買われた一方、マレーシア・エアポートの大幅下落が

響き、指数は終値で前営業日比 1.3％安。その後も買い材料に

乏しく売り優勢の展開が続き、31日には 8年ぶりの安値を更新

した。今週は 4日の 19年 12月の貿易統計に続き、7日には鉱

工業生産が発表される予定で、内容が市場予想を上回れば株式

相場の下支え材料になるか。マレーシアでも感染者が確認され

ている新型コロナウイルス関連の動向も引き続き注目される。 
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